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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第40期

第３四半期連結

累計期間

第41期

第３四半期連結

累計期間

第40期

第３四半期連結

会計期間

第41期

第３四半期連結

会計期間

第40期

会計期間

自平成20年

　７月１日

至平成21年

　３月31日

自平成21年

　７月１日

至平成22年

　３月31日

自平成21年

　１月１日

至平成21年

　３月31日

自平成22年

　１月１日

至平成22年

　３月31日

自平成20年

　７月１日

至平成21年

　６月30日

売上高（千円） 8,724,4729,728,0951,789,5303,529,45911,125,863

経常利益又は損失（△）（千円） 138,454 472,047△314,066 208,683 171,799

四半期（当期）純利益又は損失

（△）（千円）
△30,646 26,991△243,673△23,175 △74,100

純資産額（千円） － － 10,302,65410,618,67410,395,359

総資産額（千円） － － 15,001,49915,427,72914,858,570

１株当たり純資産額（円） － － 1,623.661,662.551,635.98

１株当たり四半期（当期）純利益又

は損失（△）金額（円）
△4.95 4.36 △39.35 △3.74 △11.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 67.0 66.7 68.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,444,182786,910 － － 2,112,727

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△783,137△102,784 － － △805,436

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△974,697△729,292 － － △1,507,429

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 449,419 517,363 566,803

従業員数（人） － － 533 599 545

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第41期の第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。又、第41期の第3四半期連結会計期間及び第40期の第３四半期連結累計

（会計）期間又第40期の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び当期純利益金額は、1株当たり四半

期（当期）純損失であり、又、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。又、主要な関係会社における異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、次の持分法適用会社が解散しております。

名称 住所
資本金

（千ＨＫＤ）
主要な事業の内容

議決権の所有割合
(％)

関係内容

（持分法適用関連会社）
　
鈴木金利佳有限公司

中国香港 26,000コネクタ用部品
50.0
 

中国における製造
販売
役員の兼任あり　

　（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 599 (16)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 461 (10)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当第３四半期連結会計期間における生産、受注及び販売の状況は、次のとおりであります。

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同四半期比（％）

金型（千円） 319,420 159.1

コネクタ用部品（千円） 2,881,856 238.3

半導体関連装置（千円） 289,218 262.1

合計（千円） 3,490,495 229.6

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名
称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

金型 239,434 154.1 179,750 106.5

コネクタ用部品 3,000,145 263.0 714,439 247.5

半導体関連装置 320,924 804.4 247,528 824.7

合計 3,560,504 266.5 1,141,718 234.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同四半期比（％）

金型（千円） 343,205 98.6

コネクタ用部品（千円） 2,916,091 221.0

半導体関連装置（千円） 270,162 221.2

合計（千円） 3,529,459 197.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間

（自　平成21年１月１日

  至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年１月１日

  至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

住友電装㈱ 395,418 22.1 934,403 26.5

ＳＭＫ㈱ 242,981 13.6 233,139 6.6

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。

(1)業績の状況　

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジアを中心とした新興国経済の回復を背景に輸出が増加し、

生産は持直しの傾向を見せ、個人消費についても経済対策の効果から一部明るい兆しが見られたものの、設備投資の

抑制や失業率が高水準で推移するなど、依然として厳しい状況が続きました。

　当社グループの属する電子部品、半導体業界におきましても、カーエレクトロニクス関連は比較的堅調に推移し、パ

ソコンやデジタル家電向け需要も好調に推移いたしましたが、依然として販売価格の下落傾向は続いており、生産及

び調達の海外シフトが加速するなど、先行きについて不透明な状況で推移いたしました。

　このような経営環境の中、当社グループは、環境に左右されることなく常に利益を生み出せる体質の企業へと変革す

べく、「スピードの追求」「技術の優位性」「海外勢に負けない競争力」というテーマのもと、「半分・半減」を

キーワードに、製造技術の改善による合理化や、新たな技術の開発等を通じて受注製品の範囲拡大、そして更なる高付

加価値の提案により、新規顧客・新分野での受注拡大を目指して、各取組みを推進してまいりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は35億２千９百万円（前年同期比97.2％増）、営業利益２億円（前年

同期は３億７千８百万円の損失）、経常利益２億８百万円（前年同期は３億１千４百万円の損失）となりました。又、

特別損失として海外持分法適用関連会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩損１億１千２百万円を計上いたしました。

その結果、四半期純損失は２千３百万円（前年同期は２億４千３百万円の損失）となりました。

　

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

①金型

　デジタル家電、自動車向け金型を中心に販売してまいりましたが、先行き見通しの不透明感から、新規開発・更新・

増設投資の抑制が続いております。又、このような環境により金型価格は下落し、国外での安価な金型調達傾向も増加

し、厳しい市況が続いております。その結果、売上高は３億４千３百万円（前年同期比1.4％減）、営業損失は３千３百

万円（前年同期は７千８百万円の損失）となりました。

②コネクタ用部品

　モバイル機器、カーエレクトロニクス、デジタル家電向けを中心に販売してまいりました。電子機器関係は、パソコン

やテレビ向けなどの好調な需要に支えられ、順調に回復基調で進んでおります。又、当社グループ独自の金型構造によ

るテレビ向け等の部品も順調に増加してまいりました。カーエレクトロニクス関係は、部品在庫圧縮反動による急速

な回復からは若干の落着きを見せております。一方、回復基調の中、競合他社の低価格化や、メーカーの生産及び調達

の海外シフトが加速し、厳しい環境となっております。その結果、売上高は29億１千６百万円（前年同期比121.0％

増）、営業利益は３億３千８百万円（前年同期は１億４千９百万円の損失）となりました。

③半導体関連装置

　当社グループでは販売回復のため、半導体分野に限らず販売のエリアを広げて活動してまいりました。設備投資の抑

制、その影響による価格の下落により厳しい状況が続いております。その結果、売上高は２億７千万円（前年同期比

121.2％増）、営業利益は２千７百万円（前年同期は４千７百万円の損失）となりました。

　

(2)財政状態の分析　

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形及び売掛金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ５億６千

９百万円増加して154億２千７百万円となりました。負債は支払手形及び買掛金の増加などにより、３億４千５百万円

増加して48億９百万円となりました。又、純資産は、その他有価証券評価差額金の増加などにより、２億２千３百万円

増加して106億１千８百万円となりました。この結果、自己資本比率は66.7％となりました。
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(3)キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、第２四半期連結会計

期間末に比べ２千５百万円増加し、５億１千７百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益９千５百万円、減価償却費３億４千５百万円と資金が増加しましたが、売上債権の増加１

億７千４百万円、その他流動負債の減少３億３百万円と資金が減少したことにより、当第３四半期連結会計期間にお

いて営業活動の結果得られた資金は１億７千１百万円（前年同期は８億８千４百万円）となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果、得られた資金は２億１千３百万円（前年同期は１億９千８百

万円の支出）となりました。これは主に関係会社清算による収入３億８千万円、有形固定資産の取得による支出１億

６千万円によるものであります。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果、支出した資金は３億５千１百万円（前年同期は９億１千６百

万円）となりました。これは主に短期借入金の純減額１億７千１百万円、長期借入金の返済による支出２億５百万円

によるものであります。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5)研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、８百万円であります。

  なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状の見通し

　当社グループが属する電子部品、半導体業界におきましては、依然としてグローバルでの価格競争激化により、価格

の下落傾向が続き、事業環境も大きく変化しております。このような経営環境の中、平成22年度から平成26年度の中期

経営計画を策定いたしました。本計画に基づき、引続き一貫生産品を大きな柱として成長させていくとともに、既存市

場の深耕を図ってまいります。又、既存技術の深堀と新技術の開発により、新商品の開発、新市場の開拓に積極的に取

組んでまいります。併せて、更なる経営改革活動への取組みによるコスト低減、強固な経営体質の確立に取組んでまい

ります。

(7)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　キャッシュ・フローの分析については、「（3）キャッシュ・フローの状況」のとおりであります。

(8)経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、今後さらに激化するグローバルでの競争と、不確実性が増していく経営環境下において、

創業以来の理念である「徹底的な精度追求」に基づき、当社グループでしかできない微細加工に挑戦し続ける事が最

善の経営戦略であると考えております。その体制作りのための計画的な研究開発・設備投資・人材育成を継続して実

行し、製造技術力を高めることで企業体質を強化していく方針であります。又、当社グループが属する電子部品業界の

好不況の影響リスクを低減させるためにも、新たな価値創造として新分野への事業機会拡大を図ってまいります。

　管理面におきましては、これまでの経営改革活動を継続し、事業構造の改善と安定した収益構造の構築に取組みま

す。又、コンプライアンスの強化を図り、併せて企業理念を浸透させることで経営基盤の強化に努めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　　　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。又、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,195,000 6,195,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　
単元株式数/100株

計 6,195,000 6,195,000 － －

（注）第３四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック証券

取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪

証券取引所であります。　

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
　（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 6,195 － 1,435,300 － 1,439,733

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

　　　
1,900 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

　
6,192,600 61,926 －

単元未満株式
普通株式

　　　　
500 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,195,000 － －

総株主の議決権 － 61,926 －

 
②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　鈴木
長野県須坂市大字

小河原2150-１
1,900 － 1,900 0.03

計 － 1,900 － 1,900 0.03

　　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 514 578 567 585 556 640 688 620 729

最低（円） 400 496 530 540 521 530 600 595 610

　（注）　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成22年４月１日をもってジャス

ダック証券取引所と大阪証券取引所が合併したことに伴い、同日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）へ

上場しております。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。　

　役職の異動　

　新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役
品質保証部管掌

　
常務取締役

金型製造部長兼品質保証部

管掌
櫻井　範夫　 平成22年１月１日

取締役 技術開発部長 取締役　
技術開発部長兼部品製造部

長兼モールド製造部管掌
高山　章　 平成22年１月１日

取締役 －　 取締役　 生産システム製造部長 須田　晃正　 平成22年１月１日

取締役 部品製造部長　 取締役　 　－ 新崎　芳昭　 平成22年１月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から

平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

10/26



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 804,363 853,274

受取手形及び売掛金 3,382,828 2,384,755

商品及び製品 48,330 55,176

仕掛品 397,907 317,116

原材料及び貯蔵品 554,053 347,940

その他 228,619 283,156

流動資産合計 5,416,102 4,241,418

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,717,185 3,900,685

機械装置及び運搬具（純額） 3,277,028 3,372,549

土地 1,233,666 1,233,666

その他（純額） 334,798 406,541

有形固定資産合計 ※1
 8,562,679

※1
 8,913,442

無形固定資産 132,951 154,187

投資その他の資産

投資有価証券 1,235,819 1,297,920

その他 81,276 251,601

貸倒引当金 △1,100 －

投資その他の資産合計 1,315,996 1,549,521

固定資産合計 10,011,627 10,617,152

資産合計 15,427,729 14,858,570
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,434,172 907,693

短期借入金 717,418 627,510

1年内返済予定の長期借入金 729,892 908,792

未払法人税等 262,177 37,316

賞与引当金 208,207 60,484

その他 345,718 318,179

流動負債合計 3,697,586 2,859,975

固定負債

長期借入金 184,767 684,968

退職給付引当金 589,957 575,749

役員退職慰労引当金 297,020 313,240

その他 39,723 29,277

固定負債合計 1,111,469 1,603,235

負債合計 4,809,055 4,463,210

純資産の部

株主資本

資本金 1,435,300 1,435,300

資本剰余金 1,439,733 1,439,733

利益剰余金 6,982,885 7,092,142

自己株式 △953 △937

株主資本合計 9,856,965 9,966,237

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 475,711 251,584

為替換算調整勘定 △36,365 △86,050

評価・換算差額等合計 439,346 165,533

少数株主持分 322,362 263,588

純資産合計 10,618,674 10,395,359

負債純資産合計 15,427,729 14,858,570
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 8,724,472 9,728,095

売上原価 7,900,922 8,399,924

売上総利益 823,549 1,328,170

販売費及び一般管理費 ※1
 783,111

※1
 828,587

営業利益 40,438 499,582

営業外収益

受取利息 1,101 4,527

受取配当金 7,260 4,308

持分法による投資利益 45,979 －

受取賃貸料 － 4,166

スクラップ売却益 － 3,791

その他 98,069 7,624

営業外収益合計 152,410 24,418

営業外費用

支払利息 50,297 25,815

持分法による投資損失 － 26,077

その他 4,097 61

営業外費用合計 54,394 51,954

経常利益 138,454 472,047

特別利益

固定資産売却益 3,746 449

特別利益合計 3,746 449

特別損失

固定資産売却損 3,475 8,538

固定資産除却損 572 860

投資有価証券評価損 71,527 －

会員権評価損 18,040 －

関係会社整理損 － 112,744

貸倒引当金繰入額 － 1,100

その他 3,908 －

特別損失合計 97,522 123,243

税金等調整前四半期純利益 44,677 349,253

法人税、住民税及び事業税 16,425 277,838

法人税等調整額 78,290 △30,910

法人税等合計 94,715 246,928

少数株主利益又は少数株主損失（△） △19,391 75,333

四半期純利益又は四半期純損失（△） △30,646 26,991
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,789,530 3,529,459

売上原価 1,953,915 3,060,481

売上総利益又は売上総損失（△） △164,385 468,977

販売費及び一般管理費 ※1
 213,912

※1
 268,175

営業利益又は営業損失（△） △378,298 200,801

営業外収益

受取利息 354 188

受取配当金 414 50

受取賃貸料 － 1,432

スクラップ売却益 － 1,350

その他 86,670 12,558

営業外収益合計 87,439 15,581

営業外費用

支払利息 14,003 7,641

持分法による投資損失 8,423 －

その他 781 58

営業外費用合計 23,208 7,699

経常利益又は経常損失（△） △314,066 208,683

特別利益

固定資産売却益 1,793 2

特別利益合計 1,793 2

特別損失

固定資産除却損 37 13

投資有価証券評価損 53,944 －

関係会社整理損 － 112,744

特別損失合計 53,982 112,757

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△366,255 95,927

法人税、住民税及び事業税 △140,771 129,286

法人税等調整額 24,674 △35,949

法人税等合計 △116,097 93,337

少数株主利益又は少数株主損失（△） △6,485 25,765

四半期純損失（△） △243,673 △23,175
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 44,677 349,253

減価償却費 1,182,688 990,553

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 1,100

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,991 147,840

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,855 14,208

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,760 △16,220

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △63,400 －

受取利息及び受取配当金 △8,362 △8,836

支払利息 50,297 25,815

関係会社整理損 － 112,744

持分法による投資損益（△は益） △45,979 26,077

有形固定資産売却損益（△は益） △271 8,088

有形固定資産除却損 572 860

会員権評価損 18,040 －

投資有価証券評価損益（△は益） 71,527 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,859,971 △1,004,118

たな卸資産の増減額（△は増加） 369,520 △282,107

仕入債務の増減額（△は減少） △993,500 533,529

その他 △557,110 △190,903

小計 1,953,759 707,885

利息及び配当金の受取額 90,699 28,458

利息の支払額 △46,501 △24,686

法人税等の支払額 △553,774 △56,801

法人税等の還付額 － 132,053

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,444,182 786,910

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △655,171 △462,125

有形固定資産の売却による収入 12,788 12,865

投資有価証券の取得による支出 △16,595 △14,800

投資有価証券の売却による収入 408 －

関係会社の整理による収入 － 380,197

その他 △124,567 △18,921

投資活動によるキャッシュ・フロー △783,137 △102,784

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △116,520 93,017

長期借入れによる収入 － 25,086

長期借入金の返済による支出 △773,064 △703,784

自己株式の取得による支出 － △16

配当金の支払額 △166,971 △135,756

少数株主からの払込みによる収入 89,698 －

少数株主への配当金の支払額 △7,840 △7,840

財務活動によるキャッシュ・フロー △974,697 △729,292

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,070 △4,273

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △309,582 △49,440

現金及び現金同等物の期首残高 669,122 566,803

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 89,880 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 449,419

※1
 517,363
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

1.持分法の適用に関する事項の変更 (1)持分法適用関連会社

　①持分法適用関連会社の変更　

　当第３四半期連結会計期間において、鈴木金利佳有限公司は清算したた

め持分法適用の範囲から除外しております。

　②変更後の持分法適用関連会社の数

　　－

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」及び「スク

ラップ売却益」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は4,074千円、「スクラップ売却益」は6,206千

円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」及び「スク

ラップ売却益」は重要性が増加したため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は1,442千円、「スクラップ売却益」は1,726千

円であります。　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

1.一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。　

2.たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては実地たな卸を省

略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎とした合理的な方法により算

出する方法によっております。　

3.固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却費の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につ

いては、連結会計年度に係わる減価償却費の額を期間按分して算定しており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額は13,239,773千円

であります。

 　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 9,792借入債務

 　３　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 76,888千円

 

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額は12,514,610千円

であります。

 　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 11,871借入債務

 　３　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 40,954千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 250,998千円

減価償却費 59,672 

賞与引当金繰入 15,924 

役員退職慰労引当金繰入 17,870 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 301,964千円

減価償却費 44,579 

賞与引当金繰入 31,881 

役員退職慰労引当金繰入 23,850 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 67,581千円

減価償却費 20,259 

賞与引当金繰入 10,573 

役員退職慰労引当金繰入 6,360 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 100,877千円

減価償却費 14,379 

賞与引当金繰入 20,344 

役員退職慰労引当金繰入 8,750 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 826,508千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △377,088 

現金及び現金同等物 449,419 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 804,363千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △287,000 

現金及び現金同等物 517,363 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期　
連結会計期間末　

　

　普通株式(株) 6,195,000　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期　
連結会計期間末　

　

　普通株式(株) 1,930　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　　　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年9月25日

定時株主総会
普通株式 136,248 22 平成21年6月30日平成21年9月28日利益剰余金 

　　　　（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間　　

　　　　　　 末後となるもの　　

　該当事項はありません。

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 348,0541,319,354122,1211,789,530 － 1,789,530

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
20,275 － 17,53337,808△37,808 －

計 368,3301,319,354139,6541,827,339△37,8081,789,530

営業利益又は営業損失(△) △78,152△149,567△47,878△275,598△102,699△378,298

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 343,2052,916,091270,1623,529,459 － 3,529,459

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
31,089 － 27,36258,451△58,451 －

計 374,2942,916,091297,5243,587,910△58,4513,529,459

営業利益又は営業損失(△) △33,572 338,622 27,576332,626△131,824200,801
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,514,4196,673,095536,9578,724,472 － 8,724,472

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
70,448 － 31,628102,077△102,077 －

計 1,584,8676,673,095568,5868,826,549△102,0778,724,472

営業利益又は営業損失(△) 64,579 463,623△100,819427,382△386,94440,438

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）　

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 945,9248,087,821694,3499,728,095 － 9,728,095

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
90,250 － 68,083158,333△158,333 －

計 1,036,1748,087,821762,4329,886,428△158,3339,728,095

営業利益又は営業損失(△) △98,767 998,986 36,609936,829△437,246499,582

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

 　金型 プレス金型、モールド金型及びパーツ等

 　コネクタ用部品
電子部品コネクタコンタクト、自動車電装部品コネクタ、その他の電子半導体関連プ

レス加工品等

 　半導体関連装置 電子部品搭載装置（チップマウンター）、半導体関連装置等

３．会計処理の方法の変更等

　前第３四半期連結累計期間　　

　(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　　　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第9号　平成18年7月5日)を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利

益が、金型で5,739千円、コネクタ用部品で553千円減少しております。

　(追加情報)

　　　当社及び国内連結子会社の機械及び装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改

正を契機として見直しを行い、改正後の法定耐用年数に変更しております。

　　　これにより、従来の方法に比べて当第３四半期連結累計期間の金型の営業利益が14,331千円増加し、コネクタ

用部品の営業利益が47,981千円減少し、半導体関連装置事業の営業損失が749千円増加しております。

　当第３四半期連結累計期間

　　　該当事項はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。
　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日現在）

　有価証券については、当社の事業の運営において重要なものではないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日現在）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 1,662.55円 １株当たり純資産額 1,635.98円

２．１株当たり四半期純利益（損失）金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △4.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、又、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。　

１株当たり四半期純利益金額 4.36円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △30,646 26,991

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△30,646 26,991

期中平均株式数（株） 6,193,099 6,193,084

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △39.35円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、又、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △3.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、又、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純損失（千円） △243,673 △23,175

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △243,673 △23,175

期中平均株式数（株） 6,193,099 6,193,070

　

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係わる方法に準じて処理を行っており

ますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

株式会社鈴木

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　靜雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　　崇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鈴木の平成

20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

　　　　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

株式会社鈴木

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　靜雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　　崇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鈴木の平成

21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

　　　　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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